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国連・アメリカ・アジァ
一戦後日本の国際認識一
井上　寿一
はじめに
　「戦後五十年」の歴史をどのように理解すべきかをめぐって，1995年の日本においてもさまざ
まな議論が展開されたが，そのなかでもっとも注目すべき主張の一つに，「戦後五十年」を敗戦
後五十年と考える「敗戦後論」の立場があった（1）．この見解は，「戦後五十年」を認識する枠組
みとして，これまで一般的であった侵略国一被侵略国の対立軸（または加害国一被害国の対立
軸）のほかに，戦勝国一敗戦国の対立軸がある，との鋭い問題提起を行っている．すなわち，た
とえ「平和憲法」や「平和国家」の理念が国際的普遍性を持つにしても，〈敗戦国〉日本にとっ
て，そのような理念は〈戦勝国〉アメリカから選択の余地なく強制されたものである．ところが
「戦後民主主義」は，〈敗戦国〉日本が「平和憲法」「平和国家」を自力で作り守ってきたかのよ
うに装っている，と「戦後民主主義」の自己欺隔，虚偽意識を痛烈に批判しているのである．
　たしかにここで指摘されているように，「戦後民主主義」は，当初は「押しつけ」られながら
も，その後「平和憲法」「平和国家」を改めて自ら主体的に選び直したとはいえないであろう．
しかも「戦後民主主義」の歴史感覚は，「日本は負けてよかった」「日本が負けなければ，今日享
受している自由，民主主義，平和，繁栄はなかった」と，近代の日本（「ファシズム」日本，軍
国主義日本）をトータルに否定し，同時にこの観点から戦後日本をトータルに肯定している．こ
のような歴史感覚は，近代日本の侵略の歴史に対する無自覚を批判することはあっても，戦後の
日本が，〈敗戦国〉であったにもかかわらず，冷戦の一方的な受益国として平和と繁栄を享受で
きたことを自覚していない．すなわち〈敗戦国〉としての日本の「戦後五十年」間の歴史が空白
なのである．
　このような空白の五十年の歴史のなかで，日本が〈敗戦国〉であることを好むと好まざるとに
かかわらず，意識せざるをえない問題が，国際的文脈において存在していた．それがここでの主
要なテーマである国連との関係である．いうまでもなく国際連合（The　United　Nations）は，字
義通りに訳せば，連合国であり，第二次世界大戦の連合国による戦時同盟を基礎とする国際機構
として創設された．国連憲章に旧敵国条項が明記されている所以である．したがって本来は連合
国と戦った枢軸国に対する軍事同盟であった国連の創設に当たって，旧枢軸国の日本は，当然の
ことながら，参加の招請を受けなかった．このように国連との関係においては，戦後日本はく敗
戦国〉であることをいやおうもなく，思い知らされたのである．
　ところが今日の日本の国連認識は，以上のような出発点における国連と日本との緊張関係を見
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過ごしているように思われる．国連憲章と「平和憲法」とを単純に同一視して，「平和憲法」を
持っている以上，当然日本は国連に加盟できたはずである，と思い込んでいるのである．そうで
あればこそ，国連加盟の過程は，今日まで等閑視されてきたのであろう．しかし日本の国連加盟
とは，より正確には〈敗戦国〉がく戦勝国〉の戦時同盟に参加するということであり，その過程
は普通考えられるよりもはるかに複雑であった。そしてこの間に「日本とはいかなる国なのか」
「日本は国際社会においていかなる役割を果たすべきなのか」が，繰り返し問われたのである．
　ところで国連は，たしかに主として米ソの「戦時同盟」として発足したものの，しかしその後
の冷戦の進展に伴って，「冷戦の主戦場」となっていった．そのような国連に加盟するためには，
〈敗戦国〉が「平和愛好国」であることを対外的に訴求するだけでは不十分で，ソ連からも容認
されるような外交姿勢を示すことが必要になった．すなわちアメリカの同盟国として，アメリカ
に一方的に依存している限り，加盟資格に関してソ連が拒否権を持っている以上，日本の国連加
盟の可能性は展望できないのであった．
　そうであるとするならば，国連加盟をめぐって展開された対米外交は，どの程度までそうであ
ったかはともかくとして，「自主」的なものであったと考えられる．もとよりパクス・アメリカ
ーナの国際政治構造のなかに組み込まれた〈敗戦国〉日本の外交選択は，限定的であった．しか
しながら「冷戦の『五五年体制』」（2）の成立によって，「『外交』の復活」（3）がみられたことを想起
すれば，アメリカに対して自立性を主張しえたはずである．言い換えれば，国連加盟外交は，対
米「自主」外交との相互作用によって展開されたのであって，加盟に至る日本の対米態度は，加
盟後（とくに1970年代以降），国連においてアメリカの跡を忠実に辿る投票行動をとった日本（4）
の態度とは異なっていたのである．
　国連加盟への過程で日本が対米「自主」外交を展開したとするならば，それは同時に戦後の日
本が，新たなアジア外交を開始したということでもあった．アメリカからの自立を志向しながら，
国連加盟への過程で「日本はいかなる国なのか」を自問する日本は，アジアを再発見することに
なった．戦後の日本は，ナショナル・アイデンティティをアジアに求めたのである．したがって
日本は，アジアを通じて「国際社会においていかなる役割を果たすべきなのか」を考えていたと
いえよう．
　本稿は，以上のような観点に立って，主に日本の国連加盟外交の歴史的展開過程を追跡しなが
ら，同時にこの間に形成された対米認識，対アジア認識の特徴を明らかにしようとする試みであ
る．
一　永世中立と国連加盟
　敗戦直後において，国連加盟によって日本が国際社会へ復帰することをもっとも強く望んでい
た一人に，国際法学者でのちに最高裁長官を務めた横田喜三郎がいる．満州事変を同時代におい
て批判し，国際連盟脱退後の国際的孤立化を憂慮していた横田にとって，「国際民主主義」に反
して行動した日本が，戦争に完全に敗北して無条件降伏したことは，ほとんど必然的な結果であ
った．したがって敗戦後の日本は，国連によって新たに制度化された「国際民主主義」を真摯に
実践し，戦前の軍国主義の否定の上に成り立っ「民主主義」国家として再生しなければならない
のであった（5）．
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　横田の主張は今日的視点からみても十分理解可能であり，とくに違和感はない．またそれは，
彼の個人的なレベルに止まるものではなく，たとえば戦後日本の平和論をリードした雑誌『世
界』の進歩的知識人たちのグループ「平和問題談話会」の基本的な立場とも，ほぼ一致している．
さらに1956年の国連加盟の際に，重光葵外相が，日本国憲法前文の掲げる理想主義と国連憲章
の目的との共通性を指摘した上で，日本が「国連中心主義」に依拠しながら「東西の架け橋」に
なる旨，格調高く宣言したことを想起すれば，戦後日本外交において，国連加盟を目指すことは
主要な争点ではなく，ほとんど自明であったかに思われる．
　ところが敗戦直後の日本国内では，一般的に左翼勢力が優勢であって，そのような国内環境に
おいて，国連はアメリカの支配の下で瀕死の状態にあるとされて，国連無力説，国連批判が展開
されていた（6｝．あるいは「平和問題談話会」内にも，日本の安全保障政策を永世中立に求めるの
であれば，スイスの例がそうであるように，日本は国連に加盟できない，との異論があったの．
　このように永世中立国化路線は決して無視できない具体的な外交選択として考えられており，
一定の支持を獲得しうるものであって，したがって国連加盟は自明の選択であったわけではない．
ただし少なくとも外務省レベルでは，かなり早い段階から永世中立国化路線を否定して，国連に
加盟して国際社会に復帰する構想が具体化されていた．この作業の過程では，もちろん永世中立
国化路線への批判も準備された．それは要するに，次の二点から成り立っていた．すなわち第一
に，日本の周辺の主要国が国連の常任理事国であることを踏まえて，常任理事国間で軍事紛争が
起こる可能性がきわめて少ない以上，日本が地域紛争に巻き込まれる可能性は低い．第二に，国
連の集団的強制行動が発動される事態になったとしても，軍隊の保持を許されていない日本とし
ては，軍事的措置の制裁に加わる義務はなく，非軍事的な制裁参加であれば，紛争の被制裁国に
日本に対する敵対行為を許すほどの重大な中立義務違反にはならない．以上のように主張して，
国連に加盟しても，日本が直接軍事紛争に巻き込まれることはほとんどない，と反論したのであ
る．
　永世中立国化路線への批判は，さらに国連憲章第52条に言及して，地域的集団安全保障への
日本の積極的関与の必要性を強調することによっても行われた．すなわち非武装化された日本の
安全保障を国連の安全保障システムのサブシステムとしての地域的集団安保に依存しながら，非
軍事の立場から国連に協力することが想定されていたのである．
　以上要するに外務当局は，単に戦争に巻き込まれることを回避するためだけの消極的な立場か
ら脱却して，戦後世界において影響力を拡大しつつある国連を介して，より積極的に国際社会に
貢献するために，国連加盟を志向したといえよう⑧．
　ところが国連は，本来「ファシズム」対「民主主義」の戦争における「民主主義」陣営側の戦
時同盟であった．したがってメンバーシップを持たない旧枢軸国の日本が国連に加盟するために
は，日本が「平和愛好国」として国際的に認められることが必要であった．かくして日本外交は，
国連加盟に向けて，「平和愛好国」であることを対外的に訴求することになる．
二　「平和憲法」・国連憲章・日米安保
　日本が「平和愛好国」であることを対外的に訴求する上で，なによりも「平和憲法」の理念が，
魅力的であったはずである．消極的には占領軍による所与の前提ではあったけれども，新憲法の
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理念は，国連憲章との整合的解釈によって，そこにより積極的な意義が認められて，国連加盟へ
の指標となりうるものであった．しかもこの場合，直接的な軍事的コミットメントを可能な限り
回避することが含意されていた．つまり「平和愛好国」として「平和憲法」の理念を実現するた
めに，完全に非武装化された自国の安全保障を一方的に国連に依存しながら，非軍事分野での国
連協力を積み重ねることが，政策として構想されていたのである．ここでは「平和憲法」，国連
憲章，日本の安全保障の三者が，いわば予定調和的な均衡を保持していたといえよう．
　三者の予定調和的均衡は，その後の国際環境の急速な変容によって，崩れていく．すなわち冷
戦の東アジアへの波及によって，旧連合国＝安保理常任理事国＝米ソの対立が国連で顕在化し，
さらに中国は二つの政府に分裂し，朝鮮半島はもっとも深刻な軍事的政治的不安定要因となり，
そしてついに朝鮮戦争が勃発する．ここに三者間の再均衡点を見出すことが，急務となったので
ある．
　アジアにおける冷戦の熱戦化という新たな事態に直面して，日本国内では，再軍備を容認する
世論が台頭し，国連協力の問題でも，軍事的分野を忌避すべきでないとの論調が現れるようにな
った（9）．しかも朝鮮戦争の勃発に対して，国連軍が結成されて，国連に未加盟であるにもかかわ
らず，韓国の安全を確保するために国連が介入したことは，国連安保が機能することを日本に印
象付けた．たとえば社会党は，国連を支持して，「我々の主張する中立的立場とは…所謂永世中
立型に満足せず，国連の世界的集団保障に求める事を意味する」（1°）との立場を明らかにしていた．
　しかしだからといって，具体的な軍事的脅威に対して，非武装の日本の安全を国連が必ず一方
的に保障するとは限らなかった．日本の安全は国連によって保障されるのか，あるいはより一般
的にいって，国連安保は有効に機能するのか，という問題は，国連創設時から議論されていたが，
この問題の重要性をいち早く指摘したのが，横田であった．横田は「戦争防止機構」としての国
連をとりわけ高く評価していた．しかしその国連には，重大な制度的欠陥がある，とも述べてい
た．それがすなわち安保理常任理事国の拒否権の問題であった．横田によれば，拒否権のために，
一国でも反対すれば，安保理が麻痺状態に陥って，国連の最重要目的である平和と安全の維持が
きわめて困難になるというのである（11）．しかもこの国連の制度的欠陥である拒否権を主張した
のはソ連である，と考える横田は，ソ連に対する不信感を抱いていた（12）．横田においては，国
連安保は，ソ連が要求して認められた拒否権によって，制度的に不十分な機能しか果たせないの
であった．
　それでは不完全な国連安保は，どのようにして補完されるべきか．横田の答は，特定の一国ま
たは数国による安全保障，より具体的には日米安保であった．横田は「永久中立ということもい
われているが，実際に世界的な戦争が起った場合に，中立を守るというようなことは，事実にお
いて不可能である．国際連合によるということも，現在の国際連合の状態では，かなり心細い．
そこで，特定の一国または数国によって，わけてもアメリカによって，日本の安全を保障される
ということが問題になる」と述べている（’3）．しかも横田は，「国際冷戦」とともに「国内冷戦」
を重視しており，独立を回復して占領軍が撤退した後，日本の警察力だけでは，国内の「暴力革
命」を抑制できないとして，この観点からも米軍の駐留が必要であると考えたのである（14）．
　以上のような横田の議論の延長線上において締結されたのが，日米安保条約・行政協定であっ
た．もっともこの結果として，日本の国連加盟の道は，遠のいていった．いうまでもなく日米二
国間で安全保障に関する条約が締結されれば，それはすなわち冷戦の国際環境のなかで，ソ連と
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の関係が決定的に悪化することになった．日本の加盟申請が国連で最初に審議されたのは，サン
フランシスコ講和条約発効後の1952年9月の安保理事会においてであったが，その時以来，つ
ねにソ連の拒否権行使に日本は直面することになったのである．
　このような加盟をめぐる非決定状況の責任は，横田によれば，もっぱらソ連にあった．横田は，
とくに加盟に関しでソ連によって「非常にたびたび拒否権が行使されたが，これは真にやむを
えないという重要な問題ではない．それ以上に，あきらかに乱用と見られる場合がある」㈹と批
判している．横田にとっては，多数決こそが「国際民主主義」の基本原則であった．そうでなけ
れば，「ほとんど全世界的な要望さえも，たんに一つの国だけの反対によってふみにじられてし
まう」のであった．拒否権は，「国際民主主義」にとって，きわめて不合理なものと横田には思
えた．しかも国際連盟の場合であれば，加盟に際しては総会の三分の二の多数で可決されればよ
かったことと比較すれば，国連加盟問題で拒否権を行使することの非合理性は際立っている，と
指摘して，そうである以上，「せめて加入のような問題にっいては，ぜひとも制限しなくてはな
らない」と主張したのである（’6）．もっとも横田の考えがすぐに実現する可能性はなかった．む
しろ横田が拒否権を乱用するソ連を非難すればするほど，いっそうソ連の拒否権行使を誘発して，
日本の国連加盟が困難になっていくのであった．
　こうして隙路に追い込まれていった横田や外交当局とは対照的に，日本の国連加盟外交の展開
を全面的に批判して，新たな外交選択を具体的に示したのが，「平和問題談話会」であった．す
でによく知られているように，「談話会」の基本的な立場は，要するに普遍的国際機構としての
国連に協力することによって，冷戦を超克するというものであった．すなわち，より具体的には，
「平和憲法」の理想を高く掲げて，全面講和によって独立を回復し，国連安保に依存しながら非
武装中立の立場から非軍事の分野で国連に協力することが，日本の果たすべき役割なのであった．
　このような立場に立つ「談話会」の対国連認識は，横田や外交当局のそれとは著しく異なって
いた．「談話会」は，もちろん国連を高く評価している．ただし国連は「どこまでも諸大国，と
くに米ソの協調という基盤の上にのみ，またその方向に進むかぎりにおいてのみ，真の国連であ
りうる」と述べて，大国協調，とくに米ソ協調の重要性を指摘し，「国連の強化ということも，
この大国協調という線に沿ってなされねば，却って反対の結果をまねく」と注意を喚起する．し
たがって「国際連合の強化を常任理事国の拒否権の制限に求めるような見解は，やや形式論のよ
うに思われる」と退けている｛17）．
　さらに「談話会」にとって，国連はその大国一致の原則ゆえに国際機構としての普遍性を主張
できるのであった．たとえば「談話会」系の知識人で国際法学者の田畑茂二郎は，一方で「大国
一致の原則が認められたということは，一面において，大国の一致が確保されないかぎり世界の
平和は維持できないという国際社会の現実を反映したものであって，大国の一致が破れれば第三
次世界大戦への危険が避けられないといった点を考えるならば，そのこと自体必ずしも非難され
るべきことでない」（18）と大国一致原則を支持しながら，他方で多数決原理を批判して，「現在の
国際社会のように二つの陣営の対立が激化している場合には，結局多数を占める陣営の他方に対
する数による優位性を合理化するための形式となる可能性が多い」と述べている（19）．
　そしてこのような普遍的国際機構において日本は，米ソ両陣営から相対的に自立した中立の姿
勢をとるべきであるというのが，「談話会」の基本的立場であったといえよう．
　それでは冷戦を超克し，「二つの世界」の共存を実現するために，日本の中立政策は，どのよ
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うに展開されるべきなのか．「談話会」が最初に強調するのが，日本の経済的自立である．経済
的自立と中立政策とは相互に密接不可分な関係にあり，「日本が一刻も早く経済的自立を達成し
て，徒に外国の負担たる地位を脱せんとする」ことによって，中立政策をとることができる，し
かも「日本の経済的自立は，日本がアジア諸国，特に中国との間に広範，緊密，自由なる貿易関
係を持っことを最も重要な条件とし，言うまでもなく，この条件は全面講和の確立を通じてのみ
充たされる」というのである㈹．
　次に「談話会」は，冷戦による世界の二極化の下であっても，西欧でもアジアでも第三勢力が
形成されつつあることに着目しつつ，「両地域において，いずれがそうした力の高まる可能性が
強いかといえば，恐らくアジアであろう」と述べて，米ソ冷戦の舞台としての国連において，中
立日本は，アジアの「第三勢力」「緩衝勢力」諸国と提携して，世界政治の両極化を牽制すべき
である，と示唆している（21）．ここに「二つの世界」の共存への道が開かれるというのである．
　以上のような世界政治をめぐる洗練された議論と斬新な対外構想にもかかわらず，そこにはい
くつかの間題が潜んでいた．
　第一に，経済的自立のために対米経済依存から脱却して大陸を重視するといっても，戦争，内
戦，革命の果てに二つに分裂し混乱している中国との問で，正常な貿易経済関係を回復すること
は，たとえ全面講和が実現したとしても，すぐにはできないのであって，このような変転きわま
りない中国情勢において大陸外交を強調するのは，単なるノスタルジーになりかねなかった．こ
の点は同時代の石橋湛山の見解と比較することによって，いっそう明確になる．いうまでもなく
戦前の石橋は「小日本主義」者として，帝国主義外交を批判し，自由貿易に基づく日中協調を訴
えていた．また戦後も，保守党の政治家でありながら，人民中国との関係正常化を一貫して追求
していた．石橋が戦前戦後を通じて大陸を重視していたことはまちがいない．
　ところがその石橋は，大陸との結び付きを強めることによって，対米自主外交を唱えていたわ
けではなかった．石橋はもちろん失われた大陸貿易の回復を期待していた．しかし輸出はともか
くとして，投資余力は，戦後日本経済にその余裕がなかった．投資の拡大は，それに努めるべき
ではあるけれども，現状では困難である以上，輸出の振興もあまり見込めない．石橋はこの点に
ついて「大陸貿易にしても，過去においては日本は相当大きなものをもっていた．但し，それに
は日本のインベストメントがあった．それにつれて輸出が盛んになる．これが出来れば一番結構
であり，またそれに努力しなければならないが，現状においてはなかなかむずかしい」と述べて
いる（22）．したがって，対中経済外交によってアメリカからの自立を志向するのは容易ではない，
と石橋は考えていたのである．
　他方で石橋は，戦後世界経済におけるアメリカの圧倒的な影響力を重視する．世界の自由貿易
体制は，アメリカの指導力をえなければ立ち行かないのであり，「アメリカは大いに門戸を開い
て商品を入れ，同時に海外に出来るだけインベストメントする…日本だけでなく世界がよくなる
ためには，思い切ってアメリカにやってもらわなければならない」㈹．こうして形成されるアメ
リカ主導による自由貿易の世界的ネットワークに，日本も参入することで，経済的自立が達成で
きる，というのである．そうである以上，石橋にとって日本の経済外交の主な対象は，経済体制
を異にする社会主義の大陸中国ではなくて，「反共」の東南アジアであった．石橋は「日本が仮
に支那大陸に対する貿易が容易に回復しないとしても，東南アジア方面に向って相当の進出の見
込はある」と述べている（24）．アメリカの経済覇権の下で復興を遂げた日本は，アメリカと経済
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的に連携して，東南アジアの開発を推進する．石橋の経済外交の基本的な枠組みは，このような
ものであったのである．
　以上のような石橋の議論を踏まえれば，「談話会」の主張は，明らかにナイーヴなものであっ
た．自由貿易体制に依存して経済的に自立することを日本の経済外交の主要な目標とするならば，
一般的には全ての国ぐにとの友好関係が不可欠の条件となるが，より具体的にはアメリカとの協
調が不可避的にもっとも重要となるはずである．この点で「談話会」の中立志向は，具体的な裏
付けを欠いていたといえよう．
　第二に，以上のような「談話会」のナイーヴな世界経済理解は，「第三勢力」「緩衝勢力」への
過剰な期待を抱かせることになった．すなわち「談話会」は，経済的復興のためにアメリカの援
助に依存せざるをえない西欧と比較して，大戦によって民族的独立を獲得して自主性を主張する
アジアは，世界政治において第三者的役割を果たす余地がある，というのである．しかしこれも
またナイーヴな考え方であった．ここでは同時代の知識人で哲学者の谷川徹三の批判に言及した
い．谷川は「世界政府論者」を自認し，「二っの世界」に対して，「第三の道」を切り開こうとす
る立場に共鳴しているが，しかしアジアにも「二つの世界」の対立が厳然として存在しているこ
とに注意を喚起する．アジアの民族的独立は，内発的な力に基づいてそうした機運が醸成された
のではなく，そこに反植民地主義を掲げるコミュニズムの力が働いた結果としてもたらされたの
であり，「コムミュニズムの植民地乃至半植民地にたいする政策が民族主義を支援するというこ
とは常識になっている…そういう意味でアジアにも亦この二つの世界の対立が現実に存在する」．
だからこそ谷川は，アジアにおける「二つの世界」の対立が第三次世界大戦にまで発展するのを
回避するためにも，世界政府の樹立を目指さねばならない，と主張するのである㈹．
　谷川の見解を敷術すれば，たとえ「談話会」のいうように，「第三勢力」を大戦を経て民族的
独立を獲得したかつての植民地，半植民地のアジア諸国であるとしても，そうしたアジア諸国と
同じ「第三勢力」の国家のカテゴリーには，日本は入らないことになる．国家形成の来歴に立ち
返って考えるのであれば，日本はアジアの「第三勢力」と同一視できないのであって，むしろ石
橋の描くようなアメリカー日本一アジアの経済的連携関係において日本の地位を見出す方が無理
がないといえよう．
　第三に，より一般的にいって，「談話会」の立場は，主観的意図として日本が中立を志向して
も，客観的にはすでに日本が西側陣営に属していることを前提にしていないために，少なくとも
外交政策論としての中立論をあまり説得的なものにしていない．戦後日本がアメリカの勢力圏に
入ることは，すでにヤルタ会談でソ連が合意しており，また日本は事実上アメリカの単独占領を
受けたのであって，そのような日本に中立的立場をソ連が認めない以上，両陣営に対して中立的
な存在に日本はすぐにはなりえないのであった．しかもソ連は，「二つの世界」の平和的共存の
可能性を否定する姿勢を明らかにしていたのである．このような「談話会」の中立政策の限界は，
「談話会」内部でも指摘されることがあった．たとえば1948年12月12日の討議会において，丘
英通が「冷たい戦争をやっている二つの陣営が仲よくやって行くことができるかどうかという問
題について…それが可能だとこの会合で断言することを躊躇せざるを得ないのであります．それ
は二つの陣営の中の一方の陣営では，そういう融合のできる立場がないということを主張してお
り，融合できると主張するものは相手方の陣営のものであるというふうに言っておるからです」
と述べている（26）．平和的共存を主張するものは相手側の陣営のものである，との原則的立場に
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固執するソ連を前にして，平和的共存を訴えるということは，かえって両陣営に通用しなくなる
のではないか，と批判して，共存の可能性を述べることを躊躇する意見が出されていたのである．
　以上要するに，「談話会」の外交路線は，パクス・アメリカーナの下での日本の存在被拘束性
に十分な考慮が払われていなかったために，現実の政策選択の可能性に乏しく，またより直接的
には，国連加盟に向けての何らかの指針とはなりえなかったのである．
三　「外交三原則」の確立過程
　かくして二つの主要な対抗的対外路線のいずれからも，日本の国連加盟の早期実現を展望する
ことはできなくなった．加盟問題の局面打開が当面困難になったとの認識の上に，外交当局は，
改めて日本が国連の理念に忠実であることを国際世論に訴求しつつ，特定の国連内勢力に依存す
ることなく，迂回的アプローチではあるが正攻法をもって，正式加盟の可能性を模索し始めた．
その時，状況に変化がみられるようになった．いうまでもなく冷戦の進展は，加盟問題に直接的
影響を及ぼしていたが，それは日本の場合だけに止まるものではなかった．国連への新規加盟は，
1950年のインドネシアを最後に，その後も22力国が加盟申請を行っているにもかかわらず，非
決定状況が続いていた．このような膠着状態を打開し，国際社会における国連の普遍性と正当性
を確保するためにも，加盟促進が国際世論によって望まれるようになり，それがカナダ提案によ
る日本を含む18力国の一括加盟方式として具体化された．そこで日本側は，このカナダ案支持
の国際世論の圧力によって，ソ連に加盟を認めさせて，問題の解決を図ることとしたのであ
る（27）．
　正攻法によるアプローチによって，加盟への道が開かれるようになるにつれて，外務省内では，
国連に対する再評価が試みられるようになった．たとえば国際協力局のある文書㈹は，次のよ
うに述べている．すなわち国連は，単なる冷戦の舞台ではなく，あるいは冷戦における調停役に
終始しているわけでもない．また国連の活動の比重は，冷戦とは直接関係のない国際的な経済社
会文化の諸分野で，高まりつつある．要するに国連は，「国際的デモクラシー」の手段として，
冷戦を超克する国際機関である．以上のように再評価した上で，その国連に日本が加盟すること
の積極的意義を，外務省は次のように述べている．「単に自国本位の福利を求める気持からでは
なく，国際社会のうちにわが国も然るべき所を得て，国としての安全を維持し，経済を営み，し
かる上に，その特技を発揮して，国際社会に対し出来る限り貢献したい」と．ここに「国連中心
主義」の外交基本原則が確立したのである．
　もっとも，いかなる日本の「特技を発揮」して国連に協力するのかについては，議論の余地が
あった．正式加盟の翌年に発行された『外交青書』第一号においては，「経済協力の推進」「通商
の振興」等もっぱら非軍事分野での協力が強調されている．ただしこれとは異なる立場もあった．
たとえば横田は，加盟する以上，国連の軍事的強制措置には協力すべきで，求められれば，自衛
隊の提供にも応ずるべきである，と述べている．国連の軍事的強制措置は戦争ではなく，「国際
警察行為」である．その「国際警察行為」が，全ての国連加盟国によって支持されていることを
象徴する政治的デモンストレーションとしても，たとえ小国からでも，わずかであっても，兵力
を提供することが望ましく，日本の場合も同様である．それさえも拒むことは，国連に加盟して
おきながら，あまりに無責任であり，利己的である，ど29）．
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　一方，「談話会」系の知識人は，横田とは対照的な議論を展開していた．すでに朝鮮戦争とい
う具体的な対外危機に直面して，それまでの安全保障政策構想の再考を余儀なくされた彼らは，
横田と同様に，国際秩序の維持は国連の「警察力」によって可能であり，その「警察力」は，加
盟国各自の軍隊から独立した組織によって構成されるべきである，との見解を示している．しか
しながら，国連憲章の規定では，国連との特別協定を結ばない限り，兵力提供の義務はない．し
たがって日本は，もっぱら「平和的手段」で，「精神的文化的な面での国連」に協力すればよい．
しかも国連の「警察力」による紛争の解決は次善の策であって，紛争の予防こそ国連のもっとも
重要な機能であり，日本はその国連に協力すべきである，と㈹．
　横田の立場は，現実に自衛隊が存在していることを前提とした上で，国連の「国際警察行為」
に協力するというそれなりに現実的なものであった．ただし横田は，「平和憲法」を持ち，国民
の反戦感情が強いことを考慮に入れれば，兵力提供は差し控えるのが適当との判断にも理解を示
している．他方で「談話会」も，自国の安全保障を一方的に国連に依存しておきながら，軍事分
野以外で国連に協力することで済むのか否かは，「強力な武力をもつ諸大国」の好意的理解にか
かっている，と述べている．「平和憲法」＝非武装中立の立場からの国連協力という日本の役割が，
対外的な（とくに米ソなどの安保理常任理事国の）理解を必ずしもすぐにはえられるものではな
いことを自覚しながら，しかしその実現に向けて努力を傾けることこそが，日本にふさわしい国
家ヴィジョンだというのである．
　かくして国連加盟前後において，「国連中心主義」が軍事分野での協力をも含むか否かは，加
盟後の大きな課題として残されたのである．
　ともかくも日本がこのように正攻法によって国連加盟への道を切り開こうとする間に，最大の
難関であるソ連の態度に，軟化の兆しがみえ始めた．国際世論の圧力によって，ソ連に日本の加
盟を認めさせるという外交戦術が，功を奏するかに思われたのである．またこの年の夏に，ジュ
ネーヴで四国首脳会談が開かれて，主にヨーロッパにおいて緊張緩和が進んだことも，ソ連の変
化の背景にあったように思われる．
　そして事実，ソ連代表は1955年12月の国連での演説において，カナダ案への同調の態度を明
確に表明したのである．日本の正式加盟は，しかしこの時には実現しなかった．安保理事会にお
いて，カナダ案の18力国に社会主義国の外蒙が含まれていることに反対して，中国（台湾政府）
が拒否権を行使したのである．日本側はカナダの18力国一括加盟案に，外蒙が含まれることを
もって反対しているこのような中国側の態度の背後に，アメリカの意向を読み取っていた．ヨー
ロッパでの緊張緩和と対照的に，アジアでは前年の台湾海峡危機によって米中関係が悪化してお
り，緊張する東アジアの冷戦情勢の下で，アメリカは人民中国の「衛星国」に拒絶反応を示した
のである．それにしても日本側は，なぜアメリカが外蒙除外に固執するのかが，よくわからなか
った．外務省は，カナダ案にソ連の「衛星国」も数力国入っているにもかかわらず，アメリカが
それには反対せずに，外蒙は拒否することに，納得がいかなかったのである．そもそも日本側に
とって18力国加盟案は，加盟問題をめぐる米ソ対立を妥協させて，この問題を一挙に解決する
具体案として，きわめて適切なものであった．にもかかわらず，この案を葬り去ったのは，アメ
リカであったのである（31）．
　以上のように，アメリカに依存していたのでは，局面の打開が困難である，とわかった時，国
連との関係における日米の非対称性が意識されるようになった．外務省国際協力局のある文
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書（32）は，加盟問題は「日米の問題でもある…その場合，国連というものに関する考え方が，わ
が国と米国とでは自ずから異らざるを得ない」と述べて，日本はアメリカと違って「国連との関
係を外交の重要々件として今後活用せねばならぬ」と主張している．さらにこの文書は，日米間
の非対称性を改めて対等な関係を要求して，「英国ですら，水爆を自ら製造しようと決心した肚
の中には，対米外交上の考慮があったと伝えられる今日の世界において，日米関係においても，
先方にのみバーゲニング・パワーを与える如き要素は，一日も早く解消せしめるべきであろう」
と強調している．そしてこの文書は結論として，そのためにも一括加盟案を推進するべきである，
と確認している．日本外交はアメリカに対して自立を主張し始めたのである．
　1955年の加盟の可能性がアメリカによって失われたことは，対米依存からの脱却とともに，
新たにアジア重視を日本に志向させることとなった．アメリカに加盟させてもらうのではなく，
国際世論，とくに国連のアジア・アフリカグループの支援に依頼して加盟することこそ，アジァ
地域に位置する日本が，国連内で真に自主的な立場を確立することになる，というのである．そ
の結果，日本は，西欧先進諸国とアジア・アフリカ諸国との「架け橋」日本という役割を自覚す
るようになっていった．外務省のある文書㈹は，「アジアの国であると同時に西欧先進諸国の立
場もよく理解しうる」日本は，両者の「架け橋」となることが国連加盟国の多くから期待されて
いる，と述べている．
　ここに外務省の立場は，「談話会」の立場に接近した．田畑の以下の見解は，外務省の考えと
いってもよいであろう．すなわち「地理的・人種的な関係からも，日本としては，アジア・アフ
リカ諸国家と提携して，米ソ両陣営のかけ橋になり，それによって，国際緊張を緩和するために
活動しうる」と（34）．
　このような立場は，大国（とくにアメリカ）との協調を重視しながら国連外交を展開しようと
していた横田の立場とは，微妙な違いをみせていた．横田は，アジア・アフリカ諸国との提携に
ついて，次のように述べている．植民地問題はもっぱら国内問題である．しかも日本は，欧米の
植民地となったことはない．したがって，国連の場で，アジア・アフリカ諸国と提携するといっ
ても，「極端な反植民地感情や反ヨーロッパ思想にうこかされてはならない」．そうではなくて，
西洋文明を理解し吸収した日本は，これらの国ぐにの行き過ぎを抑制して，欧米諸国との協調を
促進すること，「これこそ，アジアに立つ日本の使命」である，と㈹．
　田畑のようなアジア提携の立場と横田のような大国協調の立場との間で，外務省の立場は，よ
り正確には，一方で「穏健」な反植民地主義を支持しながら，他方で主として地理的近接性によ
る「アジアの一員」として，アジアの経済開発援助を通じて，この地域の平和と安定のために寄
与する，というものであったといってよい．そしてこれこそが，重光外相の加盟受諾演説にある
「東西の架け橋」としての日本の具体的な役割であったのであろう．ここでは「国連中心主義」
と「アジアの一員」とは，両立する外交原則として，考えられていたのである．
　さらに「国連中心主義」と「アジアの一員」の二つの原則の調和は，もう一つの「自由主義諸
国との協調」（とくにアメリカとの協調）原則との間で緊張を孕みながらも，微妙なバランスを
保つことができた．日本の国連加盟が実現した時，世界は米ソ平和共存の時代を迎えていた．冷
戦は，その軍事的側面よりも経済的側面の方が比重を増しており，平和共存の名の下に，アジ
ア・アフリカの中立国の開発をめぐる米ソ競争が始まっていたのである．このような平和共存の
時代において，アメリカは，日本の中立志向を懸念しながらも，アジア地域におけるソ連との開
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発競争のもっとも重要なパートナーとして，日本に新たな役割を見出していた．それゆえ国連加
盟後の日本外交が，対米依存から脱却しようとしたとしても，そのような外交路線が，「国連中
心主義」と「アジアの一員」とによって正当化される限りならば，アメリカも反対することはな
かった．かくして日本外交は，三原則間の均衡点を見出すことができた．そしてここに脱戦後の
日本外交の基本原則が確認されたのである．
おわりに
　国連加盟外交の展開過程において確立した「外交三原則」は，しかし直ちに多くの批判を受け
ることになった．『外交青書』第二号は，三原則は実現不可能である，との批判に答えるべく，
「わが外交の三原則は，三原則といっても，すべて等しく国際社会に自由と正義に基くデモクラ
シーを確立して平和を維持し，このような世界平和の中に自らの安全と発展を確保しようという，
一つの根本精神に貫かれているのであって，なんら相互矛盾するものではない」と述べて，三原
則の関連を説明し，これら三原則に依って立つ日本外交の基本的な立場を確認している㈹．も
っともその後とくに1960年代を中心として，このような反批判の主旨が，実際の外交政策に活
かされることはほとんどなかった．三原則のなかの「自由主義諸国との協調」に過度に依存して，
不均衡な外交を展開した日本は，国際社会において受動的で補助的な役割に終始し，国際秩序の
形成に能動的に参加することはなかったのである．
　かくして日本は，冷戦の終焉を傍観者として迎える以外になかった．しかも今日，冷戦の一方
的な受益国として「経済大国」となった日本の「一国平和主義」が，さまざまな角度から批判さ
れている．このような国際環境のなかで，日本にとって「外交三原則」は，「古くかつ新しい原
則」㈹として，いくつかの示唆を与えるものである．
　第一に，今日，一方で湾岸戦争の早期収拾にもかかわらず，国連安保の機能が不十分であり，
他方で冷戦後の日米安保条約が空洞化しつつあるとするならば，本稿で明らかにしたように，日
米安保条約が本来，国連安保のサブシステムであったことを想起して，国連安保の下で，国連安
保と相互補完関係にある地域安保を構成する二国間条約として再定義することが必要である．し
かもこの場合，国連安保の機能の強化を目指して，すでに保有している軍事力を，何らかの形で
国連安保支持の象徴的行動に用いるべきである．
　第二に，日本は「平和国家」であるといっても，それは国家の属性を指すのではなく，いまだ
達成されていない国家目標を掲げているにすぎないのであって，国連協力の実績を着実に積み重
ねることによって，このような理念への国際的理解を獲得することに努めなければならない．こ
うした外交姿勢は，とくに非軍事分野の国連協力に徹しようとするのであれば，国連の軍事機能
の大半を担っている「大国」に対してよりいっそう訴求しなければならず，「大国」の好意的理
解がえられなければ，「平和国家」は立ち行かないのである．
　第三に，冷戦下の対米依存から脱却して自主的な外交を展開することは望ましいとしても，そ
れが直ちにアジア重視へと短絡すべきではない．日本はアジアにとって，地理的近接性を除けば，
ほとんど全ての面で，異質な国である．ところが今日の日本では，情緒的な漠然としたアジアへ
の親近感が広まっており，過去の侵略の歴史が清算されさえすれば，日本はアジアへ回帰できる
と楽観視されている．しかしかつて帝国主義国であった日本と植民地であったアジア諸国との間
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の歴史的構造的ギャップは，「謝罪」や「補償」によって埋められるようなものではなく，まし
てやそうしたアジアと日本とを同一視することは，到底不可能である．アジアは，日本もまたア
ジアの一員であると強弁して，自立的な外交のパートナーとなりうるような「中立」的存在では
ないのである．
　第四に，にもかかわらず，「アジアの一員」として日本は，この地域の平和と安定のために積
極的な関与を行うべきである．それはより具体的には，「北」の国である日本が，アメリカとの
協調によって，「南」の国であるアジアの経済社会開発援助を推進し，この地域における南北問
題の解決を志向するものでなければならない．しかもこのような連携関係を緊密化するに際して，
日本はアメリカに対して，アジア地域に固有の問題に理解を求める責務を負っている．ここでい
う固有の問題とは要するに，近代におけるほかならぬ日本との不幸な関わり方によって形成され
たアジアのナショナリズムの問題である．アジアの後発国ナショナリズムをアメリカに向かって
代弁する資格は持たないけれども，その発現形態がもたらす現代的インプリケーションをよく説
明できるのは，日本なのである．
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Postwar　Japanese　Perceptions　of　UN，　US　and　Asia
Toshikazu　Inoue
　　From　the　following　three　viewpoints，　this　paper　attempts　to　analyze　the　diplomatic　process
of　Japan’s　UN　entry．　First，　how　did　the　UN　oriented　principle　of　Japanese　diplomacy
establish？Secondly，　did　Japan　desire　for　independent　diplomacy　by　entering　UN？Thirdly，
was　there　any　new　pattern　of　Japanese－Asian　relations　in　1950　s？
　　The　main　purpose　of　this　paper　is　to　clear　characteristics　of　postwar　Japanese　conceptions
of　UN，US　and　Asia　by　finding　some　answers　to　these　three　questions．
